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はじめに 
国では、分権型社会システムへの転換、人口減少社会の到来、住民ニーズの

高度化・多様化、厳しい財政状況に対応するため、平成１６年１２月２４日に

閣議決定された「今後の行政改革の方針」を踏まえ、平成１７年３月２９日総

務省より「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」が示さ

れ、地方公共団体に対し一層の行政改革の推進を求めています。 
 
一方、焼津市においては国に先立つ平成１６年３月に、地方分権への対応、

市民の求める公共サービスの迅速化や多様化への対応、厳しい財政状況への対

応などから、市民との共働、地域性を持ち目標や成果を重視する新たな行政経

営の方向性を示す行政改革大綱である「焼津市行財政改革推進プラン」を作成

しました。また、プランの実施計画も併せ、平成１７年８月に改訂版を策定し

たところです。 
 
総務省から示された新指針では、行政改革大綱の見直しと、大綱に基づく具

体的取り組みを明示した計画（集中改革プラン）の公表を行うよう地方公共団

体に求めていますが、既に焼津市では平成１６年３月の「焼津市行財政改革推

進プラン」の策定及び平成１７年８月の実施計画の策定・公表により、今回の

新指針の多くの部分については既に実施している状況にあります。 
 
そこで、今回作成した「焼津市集中改革プラン」においては、指針に対応し

て「焼津市行財政改革推進プラン」を整理するとともに、一部具体化されてい

なかった定員管理及び給与の適正化等について追加し公表するものとします。 
なお、公営企業関係については、中期経営計画をもって代え別に公表します。 
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Ⅰ．事務事業の再編・整理、廃止・統合 
１．事務事業の再編整理等の目標 
（１）１７年度～２１年度までの５年間における再編・整理等の目標 

 
   ・１９年度以降に行政評価システムを活用した事務事業の見直しを行う。 
   ・１７年度から２１年度までに各種団体の事務局の見直しを行う。 
   ・１８年度から２１年度までに公共施設の整理統合を検討する。 
   ・１７年度から１９年度までに補助金の見直しを行う。 
   ・１７年度から２１年度までに負担金の見直しを行う。 
   ・１９年度に使用料・手数料の見直しを行う。 
   ・１９年度に外郭団体改革プランを作成する。 
 
２．事務事業の再編・整理等を行う際のスキーム 
（１）当該スキームの内容、基本的考え 
 
平成１８年度から全ての事務事業・施策について、住民にわかりやすい

指標を用いて評価する。評価の過程では､住民の意見を反映。評価結果に

基づき、事務事業の継続・廃止・統合・拡充・縮小を精査し、最終的には

市長～各部長級が出席する「政策評価会議（仮称）」において意思決定す

る。 
 
（２）行政評価を活用する仕組の導入 
 
    平成１７年度に調査研究し、平成１８年度以降導入する。 
 
（３）外部の意見を取り入れる仕組の導入 
 
    評価の公表（情報公開コーナー、ホームページ）を通じて市民の意見

を取り入れる。 
 
（４）スキームの公表 
 
    広報紙、ホームページ等を用いて公表を行う予定。 
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Ⅱ．民間委託等の推進 
１．公の施設についての取組目標 
 （１）１６年度末時点における民間委託等の状況 
     概要は以下のとおりです。詳細は【表１：16～17ページ】をご覧下
さい。 

    ・指定管理者制度導入済み施設数 （  ０） 
    ・管理委託制度導入済み施設数  （  ８） 
    ・業務委託実施済み施設数    （１３４） 
    ・全部直営施設数        （  ６） 
 
 （２）１７年度～２１年度までの５年間の取組目標 
     概要は以下のとおりです。詳細は【表２：18～19ページ】をご覧下
さい。 

    ・２１年度までに、指定管理者制度を導入（92 施設） 
    ・２１年度までに、業務委託を拡大し、かつ、指定管理者制度の導入

の可否を継続して検討（3施設） 
        ・２１年度までに、指定管理者制度の導入の可否を継続して検討（47 

施設） 
    ・２１年度までに、用途廃止（１施設） 
    ・今後も直営で運営管理（業務委託を継続する施設も含む） 
      民間委託等の効果が認められない（6施設） 
   
２．公の施設以外の施設についての取組目標 
 （１）１６年度末時点における民間委託等の状況 
     概要は以下のとおりです。詳細は【表３：20～21ページ】をご覧下
さい。 

    ・全部委託実施済み施設数   ８ 
    ・一部委託実施済み施設数  ５９ 
    ・全部直営施設       １８ 
 
（２）１７年度～２１年度までの５年間の取組目標 
     概要は以下のとおりです。詳細は【表３：20～21ページ】をご覧下
さい。 

    ・１８年度までに、廃止を検討（１施設） 
    ・１８年度までに、一部委託（１施設） 
    ・１９年度までに、管理のあり方を検討（５施設） 
    ・２１年度までに、管理のあり方を検討（５施設） 
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３．その他の事務についての取組目標 
 （１）１６年度末時点の委託状況 
 
    【全部委託】 
      本庁舎の清掃、本庁舎の夜間警備、電話交換業務、水道メーター

検針、ホームヘルパー派遣、在宅配食サービス 
【一部委託】 
 公用車運転、し尿収集運搬、一般ごみ収集運搬、道路維持補修・清

掃等、情報処理・庁内情報システム維持、ホームページ作成・運営、

調査・集計、総務関係事務、その他（市民課窓口） 
【全部直営】 

      案内・受付業務、学校用務員事務、その他（公用車管理、レセプ

ト点検） 
  
（２）１７年度～２１年度までの５年間の取組目標 
      
    ・２１年度までに、全部委託（レセプト点検、公用車管理） 
    ・２１年度までに、一部委託 
（市民課業務、可燃ごみ収集、河川浚渫業務、庁内情報システム維持） 
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Ⅲ．定員管理・給与の適正化関係 
<定員管理の適正化関係> 
１ 平成 17年度～平成 22年度までの定員管理の数値目標 
  (1) 数値目標の基本的考え方 
・事務事業の再編・整理、廃止・統合、民間委託等の推進、組織・機

構の見直し、臨時職員・嘱託職員の活用を図りながら、総職員数を

抑制しつつ、事業量の変化に連動した的確な人事配置を行ないます。 
    ・定員の適正化を図る一方で、職員数を増員する部門として、消防力

の強化・充実を図り大規模災害等へ対応する消防防災部門、市民の

安心・安全を確保する生活環境部門、少子・高齢社会に対応する介

護・福祉部門等に職員配置を計画しています。 
    ・公営企業部門については、健全な経営を目指す中で、組織の再編や

一部業務の民間委託等を推進することで職員数の削減を目指します。 
 
  (2) 数値目標の設定の仕方 
・毎年度一定の職員採用枠を確保しつつ定年退職者の不補充により減

員していきます。 
 
  (3) 採用者・退職者の見込み 
 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 計 
採用者見込み   ５２   ８  １９  １１ ７ ９７ 
退職者見込み   ５８  １６  ３７  ２４  ３３  １６８ 
 
２ 平成 11年度～平成 16年度までの実績 
  (1) 過去の実績の内容 

（各年４月１日現在、単位：人） 
 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度  

       11 年度～
16年度 
実績 

対 
11年度 
増減率 

一般行政部門 511 503 484 486 498 507 -4 -0.78 
特別行政部門 199 202 204 210 209 212 13 6.53 
内消防部門 102 102 102 104 104 107 5 4.9 
内教育部門 97 100 102 106 105 105 8 8.25 
公営企業部門 670 666 673 679 682 692 22 3.28 
合 計 1380 1371 1361 1375 1389 1410 31 2.25 
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３ 定員適正化計画の見直し状況 
  (1) 見直しの経緯、内容等 
    ・平成１１年に策定した３ヶ年の「焼津市定員管理計画」以降、合併

協議等のため新たな計画を策定していなかったが、今回、平成１７

年度から平成２１年度までの「焼津市定員適正化計画」を策定した。 
    ・平成１７年度から平成２１年度までの具体的な定員適正化の目標は、

次のとおりです。 
      適正化人員の目標  純減率 ５．０４％ 
 

 １７年度 １8年度 １9年度 20年度 21年度 22年度 純減計 純減率 

一般行政部門 506 500 493 482 475 455 -51 -10.08 

特別行政部門 211 208 210 209 207 205 -6 -2.84 

   内消防部門 107 110 113 116 119 122 15 14.02 

   内教育部門 104 98 97 93 88 83 -21 -20.19 

公営企業部門 691 693 691 685 681 677 -14 -2.03 

   内病院 611 611 608 603 600 597 -14 -2.29 

   内水道 34 31 31 31 31 30 -4 -11.76 

   内その他 46 51 52 51 50 50 4 8.70 

合計 1408 1401 1394 1376 1363 1337 -71 -5.04 
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<給与の適正化関係> 
１ 高齢層職員昇給停止 
  ① これまでの実施状況 
    ５６歳昇給延伸、５８歳昇給停止 
 ② 実施内容 
    給与構造改革に併せ、５６歳昇給延伸、５８歳昇給停止を廃止する。 
 ③ 実施予定年度 
    平成１８年度 

 
２ 諸手当の総点検の実施 
 (1) 特殊勤務手当の適正化 
   ① これまでの実施状況 
     他の手当又は給料で措置される勤務内容との重複の観点から検討を

要すると思われる特殊勤務手当について、見直しを行った。 
  ② 実施内容 

種類 対象業務 改正内容 
滅菌手当 上水道の塩素注入作業又は 

水質検査に従事したとき 
月額支給を日額

支給に改正 
年末年始業務手当 年末年始の休日の期間にお

ける業務に従事したとき 
廃止 

 
  ③ 実施予定年度 

滅菌手当については、平成１８年１月から改正。 
     年末年始手当については、平成１８年１月４日から廃止。 
 
 (2) その他の手当の適正化 
   ① これまでの実施状況 
     （通勤手当）２ｋｍ未満の徒歩による通勤手当を支給 
  ② 実施内容 
     ２ｋｍ未満の徒歩による通勤手当を廃止。 
  ③ 実施予定年度 
     平成１８年１月から 
 
３ 技能労務職の給与 
 (1) 国の同種の職種との比較 
・調理師・事務補・業務員等については、国の行政職俸給表（一）に 



 7

     準じて給料表を作成。 
・環境管理センター勤務の職員については、独自の給料表を作成。 
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<定員・給与の公表> 
１ １７年度の公表状況 
 (1) インターネットＨＰへの掲載 
    ホームページで公表 
 
 (2) 国の公表様式への準拠 
    国の公表様式と同一様式で公表 
 
 (3) その他の媒体による公表の状況 
    広報紙で公表 
 
２ 今後の計画等 
   平成１７年１２月「焼津市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」

を制定。 
   今後、この条例に基づき､職員の任用、給与、勤務時間その他の勤務条件、

分限及び懲戒、服務、研修及び勤務成績の評定並びに福祉及び利益の保護等

人事行政の運営状況を毎年１０月末までに、広報紙、インターネット等を通

じて公表していきます。 
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Ⅳ．第三セクターの見直し関係 

<既存法人の見直し> 
１．第三セクターの統廃合・整理等見直しに関する総合的な指針・計画の策定 
 （１）１６年度末時点における第三セクターの統廃合・整理等見直しに関す

る総合的な指針・計画の策定状況 
 
     平成１６年度末時点においては策定していない 
 
 （２）１７年度～２１年度までの５年間の取組目標 
 
     平成１８年度に、焼津市が主に５０％以上を出資している４つの外

郭団体等（(財)焼津市振興公社、㈱焼津水産振興センター（さかなセン
ター）、ゴールデン街再開発㈱､(財)志太勤労者福祉サービスセンター）
について、市民に開かれた行政の推進、効率的な行政運営の推進を図

るため、必要性・経営健全性・透明性の確保の視点で外郭団体改革プ

ランを作成する。 
 
２．第三セクターの統廃合・整理等見直しの実施予定 
 （１）１６年度末時点における第三セクターの状況 

【表４：22ページ】のとおりです。 
 （２）17年度～２１年度までの５年間の見直しの実施予定 
     焼津市が主に５０％以上を出資している４つの外郭団体等（(財)焼津
市振興公社、㈱焼津水産振興センター（さかなセンター）、ゴールデン

街再開発㈱､(財)志太勤労者福祉サービスセンター）について、平成１
８年度に作成予定の外郭団体改革プランに基づき、順次見直しを実施

していく。 
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＜監査・点検評価・情報公開の体制等＞ 
 ※対象法人は､出資比率が２５％以上、または財政的支援を行っている法人

（以下、「関与法人」という。） 
１．監査及び点検評価の実施状況と今後の整備目標 
 (1) １６年度末時点における状況 
   ・関与法人の法人数                    ６ 
   ・うち外部監査体制のある法人数              ０ 
   ・うち委員会等による定期的な点検評価がなされている法人数 ０ 

 
 
 (2) １７年度～２１年度までの５年間の取組目標 
    焼津市が主に５０％以上を出資している４つの外郭団体等（(財)焼津市
振興公社、㈱焼津水産振興センター（さかなセンター）、ゴールデン街

再開発㈱､(財)志太勤労者福祉サービスセンター）について、平成１８
年度に作成予定の外郭団体改革プランに基づき、順次見直しを実施し

ていく。 
 

関与法人名 自団体

出資率 
財政支援

有無 
外部監査体制

の有無 
委員会等による定

期的な点検評価 
(財)焼津市振興
公社 

100.0 有 ( 年
1000 万
円) 

無 無 

焼津市ゴールデ

ン街再開発ビル

(㈱) 

86.0 無 無 無 

(㈱)焼津水産振興セ
ンター 

50.0 無 無 無 

(財)志太勤労者
福祉ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 

69.1 
 
有 (⑰622
万円) 

監事とは別に

県職員が監査 
無 

(財)静岡コンベ
ンションビュー

ロー 

1.0 有 (年 50
万円) 

静岡市の監査

委員３年に１

度監査 

無 

(社)静岡県緑化
推進協会 

0.7 有(年 7.8
万円) 

監事とは別に

県職員が監査 
有（運営協議会） 
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２．情報公開実施状況及び取組目標 
 (1) １６年度末時点における状況 
   ・関与法人のうち、地方公共団体が財務諸表の概要、財政支援の状況・

必要性・今後の見通し及び点検評価の結果の区分毎に、情報公開を行

っている法人数 
関与法人名 自団体 

出資率 
財政支援

有無 
財務諸表

の概要公

開 

財政支援の 
状況公開 

点検評価の 
結果公開 

(財 )焼津市振興
公社 

100.0 有 ( 年
1000 万
円) 

公 開 ( 議
会・HP) 

HPに公開 該当無し 

焼津市ゴールデ

ン街再開発ビル

(㈱) 

86.0 無 公 開 ( 議
会) 

該当無し 該当無し 

(㈱)焼津水産振興セ
ンター 

50.0 無 公 開 ( 議
会) 

該当無し 該当無し 

(財 )志太勤労者
福祉ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 

69.1 
 
有 (⑰622
万円) 

公開（総

会） 
公開は可

能 

公開（総会）

公開は可能 
該当無し 

(財 )静岡コンベ
ンションビュー

ロー 

1.0 有 (年 50
万円) 

公開（事

業報告冊

子） 

公開（事業

報告冊子） 
該当無し 

(社 )静岡県緑化
推進協会 

0.7 有(年 7.8
万円) 

公 開 ( 総
会) 
公表は可

能 

公開（総会） 
公表は可能 

請求により

公開 

 
 
 (2) １７年度～２１年度までの５年間の取組目標 
     焼津市が主に５０％以上を出資している４つの外郭団体等（(財)焼津
市振興公社、㈱焼津水産振興センター（さかなセンター）、ゴールデン

街再開発㈱､(財)志太勤労者福祉サービスセンター）について、平成１
８年度に作成予定の外郭団体改革プランに基づき、順次見直しを実施

していく。 
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＜第三セクターの役職員と給与の見直し＞ 
対象は関与法人とする 
１．役職員数の削減計画 
 (1) １６年度末における役職員数、役職員の削減計画 
     
関与法人名 自団体 

出資率 
財政支援

有無 
役員数 職員数 削減計画の有

無 
(財)焼津市振興
公社 

100.0 有 ( 年
1000 万
円) 

10 人 (無報
酬) 

正規 28人 
臨時 29人 

無 

焼津市ゴールデ

ン街再開発ビル

(㈱) 

86.0 無 7人（内 1人 
無報酬） 

正規 0人 
臨時 1人 

無 

(㈱)焼津水産振興セ
ンター 

50.0 無 10人 正規 25人 
臨時 32人 

無 

(財)志太勤労者
福祉ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 

69.1 
 
有(⑰622
万円) 

50人(内3人
無報酬) 

正規 3人 
 

無※h14.10に
役員削減 

(財)静岡コンベ
ンションビュー

ロー 

1.0 有 (年 50
万円) 

32 人(内 31
人 
無報酬） 

正規８人 
臨時１人 

無 

(社)静岡県緑化
推進協会 

0.7 有(年 7.8
万円) 

20 名 (全員
無報酬 

正規１名 
臨時 3名 

無 

 
 
 (2) １７年度～２１年度までの５年間の取組目標 
    役員数、職員数の区分毎の目標時期及び目標内容 
     焼津市が主に５０％以上を出資している４つの外郭団体等（(財)焼津
市振興公社、㈱焼津水産振興センター（さかなセンター）、ゴールデン

街再開発㈱､(財)志太勤労者福祉サービスセンター）について、平成１
８年度に作成予定の外郭団体改革プランに基づき、順次見直しを実施

していく。 
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２．今後の給与の見直し計画 
（１）１６年度末時点における第三セクターの給与の見直しに関する計画の策

定状況及び策定（改訂）予定 
 
関与法人名 自団体 

出資率 
財政支援

有無 
給与の見直

し計画有無 
策定時期 

(財 )焼津市振興
公社 

100.0 有 ( 年
1000 万
円) 

無※市の給

与体系準ず

る 

 

焼津市ゴールデ

ン街再開発ビル

(㈱) 

86.0 無 該当無し  

(㈱)焼津水産振興セ
ンター 

50.0 無 有※市の給

与体系に準

じたものか

ら能力給に 

平成１８

年度 

(財 )志太勤労者
福祉ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 

69.1 
 
有 (⑰ 622
万円) 

無※市の給

与体系準ず

る 

 

(財 )静岡コンベ
ンションビュー

ロー 

1.0 有 (年 50
万円) 

無※静岡市

の給与体系

準ずる 

 

(社 )静岡県緑化
推進協会 

0.7 有 (年 7.8
万円) 

有 毎年２月 

 
（２）１７年度～２１年度までの５年間の取組目標 
    見直し目標時期及び主な見直し内容 
     焼津市が主に５０％以上を出資している４つの外郭団体等（(財)焼津
市振興公社、㈱焼津水産振興センター（さかなセンター）、ゴールデン

街再開発㈱､(財)志太勤労者福祉サービスセンター）について、平成１
８年度に作成予定の外郭団体改革プランに基づき、順次見直しを実施

していく。 
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Ⅴ．経費節減等の財政効果 
 １．平成１６年度までの実績 
   【表５：23～25ページ】のとおりです。 
 
２．平成１７年度から２１年度までの５年間の取組目標及び施策の内容 
   【表６：26ページ】のとおりです。 
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Ⅵ．地方公営企業関係 
 
 別添中期経営計画をもって地方公営企業の集中改革プランにかえます。 



表１　１６年度末時点における民間委託等の取組状況（公の施設）

1 焼津市労働者福祉センター 管理委託制度導入済み
2 焼津駅北口自転車駐車場 管理委託制度導入済み
3 焼津駅南口自転車駐車場 管理委託制度導入済み
4 焼津市ﾃﾞｨｽｶﾊﾞﾘｰﾊﾟｰｸ焼津 管理委託制度導入済み
5 焼津市文化会館 管理委託制度導入済み
6 焼津市福祉老人センター 管理委託制度導入済み
7 焼津市総合福祉会館 管理委託制度導入済み
8 焼津市立養護老人ホーム「慈恵園」 管理委託制度導入済み
9 和田社会教育広場 業務委託実施済み
10 焼津市総合グラウンド野球場 業務委託実施済み
11 焼津市総合グラウンド陸上競技場 業務委託実施済み
12 焼津市総合グラウンドテニス場 業務委託実施済み
13 焼津市総合グラウンド総合体育館 業務委託実施済み
14 焼津市漁船員テニス場 業務委託実施済み
15 焼津市民体育館 業務委託実施済み
16 焼津市立青峯プール 業務委託実施済み
17 産業会館ホール 業務委託実施済み
18 焼津田尻住宅団地下水処理場 業務委託実施済み
19 塩津団地 業務委託実施済み
20 田尻西団地 業務委託実施済み
21 中根新田団地 業務委託実施済み
22 富士見団地 業務委託実施済み
23 成案侍団地 業務委託実施済み
24 西松原団地 業務委託実施済み
25 八楠団地 業務委託実施済み
26 保福島団地 業務委託実施済み
27 柳新屋団地 業務委託実施済み
28 請所団地 業務委託実施済み
29 焼津駅南口広場 業務委託実施済み
30 焼津駅北口広場 業務委託実施済み
31 西焼津駅南口広場 業務委託実施済み
32 西焼津駅北口広場 業務委託実施済み
33～
110 公園（７８施設） 業務委託実施済み

111 焼津市大村公民館 業務委託実施済み
112 焼津市小川公民館 業務委託実施済み
113 焼津市和田公民館 業務委託実施済み
114 焼津市港公民館 業務委託実施済み
115 焼津市大富公民館 業務委託実施済み
116 焼津市豊田公民館 業務委託実施済み
117 焼津市焼津公民館 業務委託実施済み
118 焼津市東益津公民館 業務委託実施済み
119 焼津中央広場 業務委託実施済み
120 焼津市ふれあいホール 業務委託実施済み
121 焼津市大島体育館 業務委託実施済み
122 焼津市保福島体育館 業務委託実施済み
123 焼津市鍛冶島公会堂 業務委託実施済み
124 焼津市富士見会館 業務委託実施済み
125 焼津市惣右衛門下公会堂 業務委託実施済み
126 焼津市宮島会館 業務委託実施済み
127 焼津市三区コミュニティ防災センター 業務委託実施済み
128 焼津市坂本コミュニティ防災センター 業務委託実施済み
129 焼津市小川新地コミュニティ防災センター 業務委託実施済み
130 焼津市浜当目コミュニティ防災センター 業務委託実施済み
131 焼津市石津コミュニティ防災センター 業務委託実施済み
132 焼津市新屋コミュニティ防災センター 業務委託実施済み

民間委託等の状況NO. 施設名称
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民間委託等の状況NO. 施設名称

133 焼津市四区コミュニティ防災センター 業務委託実施済み
134 焼津市第５コミュニティ防災センター 業務委託実施済み
135 焼津市二区コミュニティ防災センター 業務委託実施済み
136 焼津市立図書館 業務委託実施済み
137 焼津市歴史民俗資料館 業務委託実施済み
138 焼津市旭町保育園 業務委託実施済み
139 焼津市小川保育園 業務委託実施済み
140 焼津市石津保育園 業務委託実施済み
141 霊きゅう自動車 業務委託実施済み
142 きゅう車 業務委託実施済み
143 焼津市一色浜広場 全部直営
144 焼津市総合グラウンドクラブハウス 全部直営
145 焼津坂本住宅団地下水処理場 全部直営
146 焼津市さつき会館 全部直営
147 改良住宅1号 全部直営
148 改良住宅2号 全部直営
※民間委託等の状況の中で「業務委託実施済み」には、業務の全てを委託するものだけでなく、一部委託するものも
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焼　津　市
公の施設の名称 担当部局名 担当課 現状

指定管理者を導入する施設
管理委託施設
焼津市総合福祉会館 福祉保健部 地域福祉課 管理委託
焼津市福祉老人センター 福祉保健部 介護福祉課 管理委託
焼津市立養護老人ホーム「慈恵園」 福祉保健部 介護福祉課 管理委託
焼津市労働者福祉センター 経済部 商工観光課 管理委託
焼津駅北口自転車駐車場 土木下水道部 道路課 管理委託
焼津駅南口自転車駐車場 土木下水道部 道路課 管理委託
焼津市文化センター（文化会館） 教育委員会 教育総務課 管理委託
ディスカバリーパーク焼津 教育委員会 教育総務課 管理委託

直営施設
公園（７８施設） 都市住宅部 都市整備課 直営
焼津市立青峯プール 教育委員会 体育課 直営
焼津市総合グラウンド野球場 教育委員会 体育課 直営
焼津市総合グラウンド陸上競技場 教育委員会 体育課 直営
焼津市総合グラウンドテニス場 教育委員会 体育課 直営
焼津市総合グラウンド総合体育館 教育委員会 体育課 直営

新設施設
焼津市駿河湾深層水体験施設 経済部 深層水課 新設

業務委託を拡大し、かつ、指定管理者の導入の可否を継続して検討する施設
焼津市立小川保育園 福祉保健部 児童課 直営
焼津市立石津保育園 福祉保健部 児童課 直営
焼津市立旭町保育園 福祉保健部 児童課 直営

指定管理者の導入の可否を継続して検討する施設
焼津市富士見会館 総務部 行政課 直営
焼津市宮島会館 総務部 行政課 直営
焼津市惣右衛門下公会堂 総務部 行政課 直営
焼津市鍛治島公会堂 総務部 行政課 直営
焼津市大島体育館 総務部 行政課 直営
焼津市保福島体育館 総務部 行政課 直営
焼津市産業会館ホール 総務部 契約管財課 直営
焼津田尻住宅団地下水処理場 生活環境部 環境衛生課 直営
焼津坂本住宅団地下水処理場 生活環境部 環境衛生課 直営
焼津市一色浜広場 福祉保健部 介護福祉課 直営
焼津市さつき会館 福祉保健部 地域福祉課 直営
改良住宅１号 福祉保健部 地域福祉課 直営
改良住宅２号 福祉保健部 地域福祉課 直営
焼津駅南口広場 都市住宅部 都市計画課 直営
焼津駅北口広場 都市住宅部 都市計画課 直営
西焼津駅北口広場 都市住宅部 都市計画課 直営
西焼津駅南口広場 都市住宅部 都市計画課 直営
八楠団地 都市住宅部 建築住宅課 直営
保福島団地 都市住宅部 建築住宅課 直営
柳新屋団地 都市住宅部 建築住宅課 直営
中根新田団地 都市住宅部 建築住宅課 直営
田尻西団地 都市住宅部 建築住宅課 直営
富士見団地 都市住宅部 建築住宅課 直営
請所団地 都市住宅部 建築住宅課 直営
西松原団地 都市住宅部 建築住宅課 直営
成案侍団地 都市住宅部 建築住宅課 直営
塩津団地 都市住宅部 建築住宅課 直営
焼津市浜当目コミュニティ防災センター 消防防災局 総務企画課 直営
焼津市二区コミュニティ防災センター 消防防災局 総務企画課 直営
焼津市新屋コミュニティ防災センター 消防防災局 総務企画課 直営
焼津市第５コミュニティ防災センター 消防防災局 総務企画課 直営
焼津市四区コミュニティ防災センター 消防防災局 総務企画課 直営
焼津市石津コミュニティ防災センター 消防防災局 総務企画課 直営
焼津市三区コミュニティ防災センター 消防防災局 総務企画課 直営
焼津市坂本コミュニティ防災センター 消防防災局 総務企画課 直営
焼津市小川新地コミュニティ防災センター 消防防災局 総務企画課 直営

表２　平成１７年度～２１年度までの５年間の取組目標（公の施設）

導入方針
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焼　津　市
公の施設の名称 担当部局名 担当課 現状

表２　平成１７年度～２１年度までの５年間の取組目標（公の施設）

導入方針
焼津市豊田公民館 教育委員会 社会教育課 直営
焼津市小川公民館 教育委員会 社会教育課 直営
焼津市東益津公民館 教育委員会 社会教育課 直営
焼津市大富公民館 教育委員会 社会教育課 直営
焼津市和田公民館 教育委員会 社会教育課 直営
焼津市港公民館 教育委員会 社会教育課 直営
焼津市大村公民館 教育委員会 社会教育課 直営
焼津市焼津公民館 教育委員会 社会教育課 直営
焼津中央広場 教育委員会 社会教育課 直営
焼津市ふれあいホール 教育委員会 社会教育課 直営
焼津市立図書館 教育委員会 図書館 直営

用途廃止する施設
焼津市総合グラウンドクラブハウス 教育委員会 体育課 直営

今後も直営で運営管理していく施設（業務委託を継続する施設も含む）
導入する効果が認められない施設
霊きゅう自動車 生活環境部 市民課 直営
きゅう車 生活環境部 市民課 直営
焼津市民体育館　 教育委員会 体育課 直営
焼津市漁船員テニス場 教育委員会 体育課 直営
焼津市和田社会教育広場 教育委員会 体育課 直営
焼津市歴史民俗資料館 教育委員会 歴史民俗資料館 直営
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1 中央駐車場 全部委託 現状どおり
2 障害児地域交流センター色えんぴつ 全部委託 現状どおり
3 旭町児童プール 全部委託 現状どおり
4 チビッコ広場 全部委託 現状どおり
5 保健センター 全部委託 現状どおり
6 東部排水機場 全部委託 現状どおり

7
駿河湾深層水利用促進交流施設
（深層水ミュージアム）

全部委託 現状どおり

8 焼津市駿河湾深層水脱塩施設 全部委託 現状どおり
9 庁舎 一部委託 一部委託（日直） 18
10 焼津広幡線花壇 一部委託 管理のあり方を検討 21
11 焼津駅前広場内緑地 一部委託 管理のあり方を検討 19
12 焼中周辺緑地 一部委託 管理のあり方を検討 19
13 黒石川緑道 一部委託 管理のあり方を検討 19
14 西焼津緑地 一部委託 管理のあり方を検討 19
15 小川緑地 一部委託 管理のあり方を検討 19
16 石脇竹工芸センター 一部委託 現状どおり
17 陶芸センター 一部委託 現状どおり
18 吉津観光トイレ 一部委託 現状どおり
19 林道（廻沢線） 一部委託 現状どおり
20 農業水利施設 一部委託 現状どおり
21 成案寺排水機場 一部委託 現状どおり
22 笛吹段公園 一部委託 現状どおり
23 坂本いこいの広場 一部委託 現状どおり
24 鳴沢滝不動緑地 一部委託 現状どおり
25 花沢の里緑地 一部委託 現状どおり
26 黒石川モデル施設 一部委託 現状どおり
27 黒石川緑地 一部委託 現状どおり
28 汐入処理場周辺緑地（公園） 一部委託 現状どおり
29 消防署東分署 一部委託 現状どおり
30 消防防災センター 一部委託 現状どおり
31 一色野外活動センター 一部委託 現状どおり
32 一色水道用地 一部委託 現状どおり
33 石脇観光トイレ 一部委託 現状どおり
34 坂本観光トイレ 一部委託 現状どおり
35 浜当目亀観光トイレ 一部委託 現状どおり
36 浜当目東観光トイレ 一部委託 現状どおり
37 花沢の里観光トイレ 一部委託 現状どおり
38 花沢東屋 一部委託 現状どおり
39 花沢水車小屋 一部委託 現状どおり
40 花沢鳥舎 一部委託 現状どおり
41 花沢観光駐車場 一部委託 現状どおり
42 駅前足湯 一部委託 現状どおり
43 新屋中継地 一部委託（維持管理） 現状どおり
44 中根新田埋立処分場跡地 一部委託（草刈） 現状どおり
45 石脇貯留池 一部委託（草刈り） 現状どおり
46 環境管理センター 一部委託（警備委託） 現状どおり
47 環境管理センター大覚寺詰所 一部委託（警備委託） 現状どおり
48 石脇水防倉庫 一部委託（修繕） 現状どおり
49 中里水防倉庫 一部委託（修繕） 現状どおり
50 八楠水防倉庫 一部委託（修繕） 現状どおり
51 小土水防倉庫 一部委託（修繕） 現状どおり
52 大島水防倉庫 一部委託（修繕） 現状どおり
53 福祉教育庁舎 一部委託（清掃､警備） 現状どおり
54 ふるさとの川瀬戸川（トイレ含む） 一部委託（清掃・草刈り） 現状どおり
55 海岸テラス（Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、ディスカバ一部委託（清掃・修理） 現状どおり

施　　設　　名　　称
16年度末における民間委託等
の状況

表３　１６年度末時点における民間委託等の状況及び１７年度～２１年度までの５年間の取組目標
                                                                                                    （公の施設以外の施設）

No. 民間委託等の取組目標
 目標
年度
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施　　設　　名　　称
16年度末における民間委託等
の状況

No. 民間委託等の取組目標
 目標
年度

�
�
�
�

56 原浜チビッコ広場内トイレ 一部委託（清掃・修理） 現状どおり
57 子ども創造の広場 一部委託（剪定） 管理のあり方を検討 21
58 中港排水機場 一部委託（点検・補修） 現状どおり
59 小川新町排水機場 一部委託（点検・補修） 現状どおり
60 宮田橋排水機場 一部委託（点検・補修） 現状どおり
61 石津郵便局排水ポンプ場 一部委託（点検・補修） 現状どおり
62 石津港町地内マンホールポンプ 一部委託（点検・補修） 現状どおり
63 一色横須賀川支川排水機場 一部委託（点検・補修） 現状どおり
64 ミニステーション小屋敷 一部委託（分別指導、管理） 現状どおり
65 ミニステーション大富 一部委託（分別指導、管理） 現状どおり
66 ミニステーション東益津 一部委託（分別指導、管理） 現状どおり
67 田尻埋立処分場 一部委託（水処理施設保守管理現状どおり
68 日野重公用車駐車場 全部直営 18年度取り壊し予定
69 内職センター 全部直営 管理のあり方を検討 21
70 観光案内看板 全部直営 管理のあり方を検討(委託） 21
71 標識板 全部直営 管理のあり方を検討(委託） 21
72 産業会館 全部直営 現状どおり
73 治山施設 全部直営 現状どおり
74 祢宜島医師住宅 全部直営 現状どおり
75 祢宜島職員宿舎 全部直営 現状どおり
76 道原医師宿舎 全部直営 現状どおり
77 道原医師住宅 全部直営 現状どおり
78 三ヶ名宮島住宅 全部直営 現状どおり
79 清見田公園備蓄防災倉庫 全部直営 現状どおり
80 水道局備蓄防災倉庫 全部直営 現状どおり
81 消防団車庫・詰所（1～15団） 全部直営 現状どおり
82 関方社会体育広場 全部直営 現状どおり
83 焼津市営相撲場 全部直営 現状どおり
84 河川道路管理センター 全部直営 現状どおり
85 三ヶ名医師住宅 全部直営 廃止を検討
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表５　経費節減等の財政効果（平成１６年度までの実績）

合計 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度

757,017 125,457 139,450 139,450 69,979 173,642 109,039

0

0

585,227 105,999 87,669 92,290 93,888 114,711 90,670

0

16,072 8,036 8,036

0

0

給　　　　料
0

手　　　　当 0

給　　　　料
2,114 1,057 1,057

手　　　　当 0

報　　　　酬
8,032 4,016 4,016

手　　　　当 0

10,146 0 0 0 0 5,073 5,073

0

0

0

24,651 8,217 8,217 8,217

0

0

0

0

0

61,338 2,700 5,366 26,636 26,636

3,380 1,690 1,690

1,457,831 231,456 227,119 234,440 177,450 338,005 249,361

歳
入

計

うち福利厚生事業

（単位：千円）

超過課税の実施

職員削減（議員含む）

項　　　　　目

未利用財産の売り払い等

税の徴収対策

使用料・手数料の見直し

その他

その他

内部管理経費の見直し

組織の統廃合

民間委託による事務事業費削減

人
件
費
削
減

うち退職者の不補充

議員

三役等
特別職

うち嘱託、臨時、派遣
職員等の活用

職員

給
与
等
削
減

合　　　　　計

うち指定管理者制度導入
によるもの

その他

補助金等の整理合理化

投資的経費の見直し

その他事務事業の整理合理化

施設等維持費の見直し

歳

出
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（単位：千円）

１１年度 １２年度 １３年度
・勤労・福祉会館建設のための
超過課税（H4～8、H9～13）

・勤労・福祉会館建設のための
超過課税（H4～8、H9～13）

・勤労・福祉会館建設のための
超過課税（H4～8、H9～13）

・市有不動産売払収入
・土地貸付料

・市有不動産売払収入
・土地貸付料

・市有不動産売払収入
・土地貸付料

給　　　　料

手　　　　当

給　　　　料

手　　　　当

報　　　　酬

手　　　　当

・市税口座振替領収書の廃止

項　　　　　目

うち嘱託、臨時、派
遣
職員等の活用

職員

未利用財産の売り払い等

税の徴収対策

使用料・手数料の見直し

人
件
費
削
減

その他

給
与
等
削
減

歳
入

補助金等の整理合理化

投資的経費の見直し

その他事務事業の整理合理化

施設等維持費の見直し

歳

出

超過課税の実施

職員削減（議員含む）

その他

内部管理経費の見直し

組織の統廃合

民間委託による事務事業費削減

うち指定管理者制度導入
によるもの

その他

うち退職者の不補充

うち福利厚生事業

議員

三役等
特別職
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給　　　　料

手　　　　当

給　　　　料

手　　　　当

報　　　　酬

手　　　　当

項　　　　　目

うち嘱託、臨時、派
遣
職員等の活用

職員

未利用財産の売り払い等

税の徴収対策

使用料・手数料の見直し

人
件
費
削
減

その他

給
与
等
削
減

歳
入

補助金等の整理合理化

投資的経費の見直し

その他事務事業の整理合理化

施設等維持費の見直し

歳

出

超過課税の実施

職員削減（議員含む）

その他

内部管理経費の見直し

組織の統廃合

民間委託による事務事業費削減

うち指定管理者制度導入
によるもの

その他

うち退職者の不補充

うち福利厚生事業

議員

三役等
特別職

（単位：千円）

１４年度 １５年度 １６年度
・学校施設整備のための超過課
税（H14～18）

・学校施設整備のための超過課
税（H14～18）

・学校施設整備のための超過課
税（H14～18）

・市有不動産売払収入
・土地貸付料

・市有不動産売払収入
・土地貸付料

・市有不動産売払収入
・土地貸付料

・議員定数条例見直し（２８人→
２６人）＜H15.1.1施行、H15.2選
挙＞

・議員定数条例見直し（２８人→
２６人）＜H15.1.1施行、H15.2選
挙＞

・特別職給与削減（２％） ・特別職給与削減（２％）

・議員給与削減（２％） ・議員給与削減（２％）

・養護老人ホーム（慈恵園）民間
委託

・市税口座振替領収書の廃止
・例規集加除委託廃止
・年金広報誌２市２町共同発行

・市税口座振替領収書の廃止
・例規集加除委託廃止
・年金広報誌２市２町共同発行
・敬老会祝い金の削減

・市税口座振替領収書の廃止
・例規集加除委託廃止
・年金広報誌２市２町共同発行
・敬老会祝い金の削減

・保育料徴収業務臨時職員の勤
務時間の見直し

・保育料徴収業務臨時職員の勤
務時間の見直し
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表６　経費節減等の財政効果（平成１７年度から２１年度までの５年間の取組目標及び施策の内容） （単位：千円）

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
学校施設整備のための超過課税（H14～
18）

学校施設整備のための超過課税（H14～
18）

超過課税の継続（H19～23） 超過課税の継続（H19～23） 超過課税の継続（H19～23）

・夜間催告５７回（Ｈ１６　４６回）
・日曜催告２３回（Ｈ１６　１８回）
・目標収納率９３％（Ｈ１６　92.53%）

・収納支援システムの導入
・保険年金課への国保税徴収部門移管

生活保護者からの介護保険料納入方法
の検討

・生活保護者からの介護保険料納入方法
の検討
・使用料・手数料の見直し

・生活保護者からの介護保険料納入方法
の検討
・使用料・手数料の見直し

・生活保護者からの介護保険料納入方法
の検討
・使用料・手数料の見直し

・市保有地の貸し付け推進
・市保有地の販売推進
・保留地貸付料の見直し

・市保有地の貸し付け推進
・市保有地の販売推進

・市保有地の貸し付け推進
・市保有地の販売推進

・市保有地の貸し付け推進
・市保有地の販売推進

・市保有地の貸し付け推進
・市保有地の販売推進

・男女共同参画情報紙有料広告掲載
・市民課窓口用封筒有料広告

・歯科医師会事務室貸付料等の見直し
・焼津水産流通加工団地への企業誘致
・男女共同参画情報紙有料広告掲載
・市民課窓口用封筒有料広告
・総合体育館２階への有料広告の掲示
・自主運行バス有料車内放送広告導入

・歯科医師会事務室貸付料等の見直し
・焼津水産流通加工団地への企業誘致
・男女共同参画情報紙有料広告掲載
・市民課窓口用封筒有料広告
・総合体育館２階への有料広告の掲示
・自主運行バス有料車内放送広告導入

・歯科医師会事務室貸付料等の見直し
・男女共同参画情報紙有料広告掲載
・市民課窓口用封筒有料広告
・総合体育館２階への有料広告の掲示
・自主運行バス有料車内放送広告導入

・歯科医師会事務室貸付料等の見直し
・男女共同参画情報紙へ料広告掲載
・市民課窓口用封筒有料広告
・総合体育館２階への有料広告の掲示
・自主運行バス有料車内放送広告導入

職員定員適正化計画による削減 職員定員適正化計画による削減 職員定員適正化計画による削減 職員定員適正化計画による削減

職員定員適正化計画による削減 職員定員適正化計画による削減 職員定員適正化計画による削減 職員定員適正化計画による削減

職員定員適正化計画による削減 職員定員適正化計画による削減 職員定員適正化計画による削減 職員定員適正化計画による削減

給　　　　料 人事院勧告に基づく給与の見直し 人事院勧告に基づく給与の見直し 人事院勧告に基づく給与の見直し 人事院勧告に基づく給与の見直し 人事院勧告に基づく給与の見直し

手　　　　当

・管理職手当の一律1%引下げ
・人事院勧告に基づく給与の見直し
・2km未満徒歩通勤手当の廃止

・管理職手当の一律1%引下げ
・人事院勧告に基づく給与の見直し
・2km未満徒歩通勤手当の廃止
・調整手当の廃止及び地域手当の創出

・管理職手当の一律1%引下げ
・人事院勧告に基づく給与の見直し
・2km未満徒歩通勤手当の廃止
・調整手当の廃止及び地域手当の創出

・管理職手当の一律1%引下げ
・人事院勧告に基づく給与の見直し
・2km未満徒歩通勤手当の廃止
・調整手当の廃止及び地域手当の創出

・管理職手当の一律1%引下げ
・人事院勧告に基づく給与の見直し
・2km未満徒歩通勤手当の廃止
・調整手当の廃止及び地域手当の創出

給　　　　料 三役及び教育長の5%給与引き下げ 三役及び教育長の5%給与引き下げ 三役及び教育長の5%給与引き下げ 三役及び教育長の5%給与引き下げ 三役及び教育長の5%給与引き下げ

手　　　　当

報　　　　酬

手　　　　当

・旅費の日当加算の廃止
・職員互助会への補助金の見直し

・旅費の日当加算の廃止
・職員互助会への補助金の見直し

・旅費の日当加算の廃止
・職員互助会への補助金の見直し
・旅費の日当の見直し

・旅費の日当加算の廃止
・職員互助会への補助金の見直し
・旅費の日当の見直し

・旅費の日当加算の廃止
・職員互助会への補助金の見直し
・旅費の日当の見直し

職員互助会への補助金の見直し 職員互助会への補助金の見直し 職員互助会への補助金の見直し 職員互助会への補助金の見直し 職員互助会への補助金の見直し

・みなと群舞普及事業の事務局の観光協
会への委託
・市民課業務一部民間委託
・可燃ごみ一部民間委託
・河川浚渫業務民間委託

・みなと群舞普及事業の事務局の観光協
会への委託
・市民課業務一部民間委託
・可燃ごみ一部民間委託
・河川浚渫業務の民間委託
・サンライフ焼津指定管理者委託
・自転車駐車場指定管理者委託
・ディスカバリーパーク焼津指定管理者委
託
・文化センター指定管理者委託
・日直業務の民間委託
・自主防災新聞の配布、「世帯家族調べ」
のシルバー人材センターへの委託

・みなと群舞普及事業の事務局の観光協
会への委託
・市民課業務一部民間委託
・可燃ごみ一部民間委託
・河川浚渫業務民間委託
・サンライフ焼津指定管理者委託
・自転車駐車場指定管理者委託
・ディスカバリーパーク焼津指定管理者委
託
・文化センター指定管理者委託
・日直業務の民間委託
・自主防災新聞の配布、「世帯家族調べ」
のシルバー人材センターへの委託
・健康づくり食生活推進協議会焼津かも
め会の事務局見直し
・焼津市水田農業推進協議会の事務局
見直し
・交通安全母の会の事務局見直し
・ホタル研究会の事務局見直し
・都市公園指定管理者委託
・レセプト点検業務民間委託
・中央広場指定管理者委託
・総合グラウンド指定管理者委託
・青峰プール指定管理者委託

・みなと群舞普及事業の事務局の観光協
会への委託
・市民課業務一部民間委託
・可燃ごみ一部民間委託
・河川浚渫業務民間委託
・自転車駐車場指定管理者委託
・ディスカバリーパーク焼津指定管理者委
託
・文化センター指定管理者委託
・日直業務の民間委託
・自主防災新聞の配布、「世帯家族調べ」
のシルバー人材センターへの委託
・健康づくり食生活推進協議会焼津かも
め会の事務局見直し
・焼津市水田農業推進協議会の事務局
見直し
・交通安全母の会の事務局見直し
・ホタル研究会の事務局見直し
・都市公園指定管理者委託
・レセプト点検業務の民間委託
・中央広場指定管理者委託
・総合グラウンド指定管理者委託
・青峰プール指定管理者委託
・サンライフ焼津指定管理者委託
・市営住宅指定管理者委託
・公民館指定管理者一部委託
・公立保育園給食業務の民間委託

・みなと群舞普及事業の事務局の観光協
会への委託
・市民課業務一部民間委託
・可燃ごみ一部民間委託
・河川浚渫業務の民間委託
・自転車駐車場指定管理者委託
・ディスカバリーパーク焼津指定管理者委
託
・文化センター指定管理者委託
・日直業務の民間委託
・自主防災新聞の配布、「世帯家族調べ」
のシルバー人材センターへの委託
・健康づくり食生活推進協議会焼津かも
め会の事務局見直し
・焼津市水田農業推進協議会の事務局
見直し
・交通安全母の会の事務局見直し
・ホタル研究会の事務局見直し
・都市公園指定管理者委託
・レセプト点検業務の民間委託
・中央広場指定管理者委託
・総合グラウンド指定管理者委託
・青峰プール指定管理者委託
・サンライフ焼津指定管理者委託
・市営住宅指定管理者委託
・公民館指定管理者一部委託
・公立保育園給食業務の民間委託
・電算業務の一部委託
・公用車管理の委託

・サンライフ焼津指定管理者委託
・自転車駐車場指定管理者委託
・ディスカバリーパーク焼津指定管理者委
託
・文化センター指定管理者委託

・サンライフ焼津指定管理者委託
・自転車駐車場指定管理者委託
・ディスカバリーパーク焼津指定管理者委
託
・文化センター指定管理者委託
・都市公園指定管理者委託
・中央広場指定管理者委託
・総合グラウンド指定管理者委託
・青峰プール指定管理者委託

・自転車駐車場指定管理者委託
・ディスカバリーパーク焼津指定管理者委
託
・文化センター指定管理者委託
・都市公園指定管理者委託
・サンライフ焼津指定管理者委託
・市営住宅指定管理者委託
・公民館指定管理者一部委託
・中央広場指定管理者委託
・総合グラウンド指定管理者委託
・青峰プール指定管理者委託

・自転車駐車場指定管理者委託
・ディスカバリーパーク焼津指定管理者委
託
・文化センター指定管理者委託
・都市公園指定管理者委託
・サンライフ焼津指定管理者委託
・市営住宅指定管理者委託
・公民館指定管理者委託
・中央広場指定管理者委託
・総合グラウンド指定管理者委託
・青峰プール指定管理者委託

ディスカバリーパーク焼津天文館の会館
時間の変更

・ディスカバリーパーク焼津天文館の会館
時間の変更
・舗装用大型特殊車両の廃止

・ディスカバリーパーク焼津天文館の会館
時間の変更
・舗装用大型特殊車両の廃止

・ディスカバリーパーク焼津天文館の会館
時間の変更
・舗装用大型特殊車両の廃止

・ディスカバリーパーク焼津天文館の会館
時間の変更
・舗装用大型特殊車両の廃止

各種負担金の見直し 各種負担金の見直し ・補助金の見直し
・各種負担金の見直し

・補助金の見直し
・各種負担金の見直し

・補助金の見直し
・各種負担金の見直し

・資料配布方法の変更
・公共工事のコスト縮減
・不要となる耕作土の有効利用

・広報やいづ等の配布方法の検討
・資料配布方法の変更
・公共工事のコスト縮減
・不要となる耕作土の有効利用

・広報やいづ等の配布方法の検討
・資料配布方法の変更
・公共工事のコスト縮減
・不要となる耕作土の有効利用

・広報やいづ等の配布方法の検討
・資料配布方法の変更
・公共工事のコスト縮減
・不要となる耕作土の有効利用

・広報やいづ等の配布方法の検討
・資料配布方法の変更
・公共工事のコスト縮減

・「将来の焼津市を担うひとづくり事業」の
廃止
・基本健診及びがん検診の健診体制の見
直し

・「将来の焼津市を担うひとづくり事業」の
廃止
・基本健診及びがん検診の健診体制の見
直し

・「将来の焼津市を担うひとづくり事業」の
廃止
・基本健診及びがん検診の健診体制の見
直し

・「将来の焼津市を担うひとづくり事業」の
廃止
・基本健診及びがん検診の健診体制の見
直し

・図書館の勤務体制の検討・臨時職員化
・市民体育館委託業務の臨時職員化
・各種審議会等の委員の定数の見直し

・市民体育館委託業務の臨時職員化
・土地開発公社の見直し
・各種審議会等の委員の定数の見直し
・各種審議会等の委員の定数の見直し

・市民体育館委託業務の臨時職員化
・土地開発公社の見直し
・各種審議会等の委員の定数の見直し
・各種審議会等の委員の定数の見直し

・市民体育館委託業務の臨時職員化
・土地開発公社の見直し
・各種審議会等の委員の定数の見直し
・各種審議会等の委員の定数の見直し

357,314 358,831 392,455 483,705 555,809

うち退職者の不補充

うち福利厚生事業

議員

三役等
特別職

組織の統廃合

民間委託による事務事業費削減

うち指定管理者制度導入
によるもの

その他

歳
入

補助金等の整理合理化

投資的経費の見直し

その他事務事業の整理合理化

施設等維持費の見直し

歳

出

超過課税の実施

職員削減（議員含む）

その他

内部管理経費の見直し

合　　　　計

項　　　　　目

うち嘱託、臨時、派
遣職員等の活用

職員

未利用財産の売り払い等

税の徴収対策

使用料・手数料の見直し

人
件
費
削
減

その他

給
与
等
削
減
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